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はしがき 

 

本報告書は、日本財団の 2015 年度助成事業「船舶関係諸基準に関する調査研究」の一環として、e-navigation

システム検討プロジェクトにおいて実施した「e-navigation 戦略実施に伴う関連基準等に関する調査研究」の

成果をとりまとめたものである。 

本プロジェクトでは、IMO（国際海事機関）の MSC（海上安全委員会）及び NCSR（航行安全・無線通信・

捜索救助）小委員会における e-navigation 戦略実施計画及びその他航海設備（GMDSS の見直し・近代化に関

するものを除く）に関する審議に対応するため、必要な調査研究を実施した。具体的には、これら関連議題

に関する MSC 95 及び NCSR 3 への対応案の検討を行うとともに、e-navigation 関連システムの試作・基準検

討、e-navigation 関連プロジェクトの国際的動向に関する調査研究を行った。 
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